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はじめに
企業の人材教育や人材能力開発という観点から語られてきた ｢キャリア教育｣ がこれほど広く行き渡っ
た背景として､ 特に経済社会的な側面に注目するならば､ 労働経済学や教育社会学の研究成果から､ 経
済産業構造における雇用環境の変化が指摘される１)｡ すなわち､ これまでの終身雇用を前提とした長期
的展望に基づいて､ 内部養成が柱になっていたものが､ ｢失われた20年｣ により日本的雇用慣行の機能
不全をもたらし､ それが過度の偏重も指摘される新卒一括採用それ自体の縮小を引き起こし､ 非正規社
員の増加､ ニート・フリーター問題､ 早期退職といった諸問題がクローズアップされることとなった｡
そのような時代背景によって､ 若年層の就業支援が社会経済的な課題となり､ ｢キャリア教育｣ が求め
られたということができる２)｡
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要 旨： 本稿では､ 東京都多摩地区における高等学校と専門学校との連携教育事業であ
る ｢専門学校チャレンジプログラム｣ を検証し､ その意義と課題について考察し
た｡ はじめに､ 日本におけるキャリア教育が登場した背景および概念について検
討した上で､ 国の政策動向を明らかにした｡ 次に､ 多摩地区 ｢専門学校チャレン
ジプログラム｣ が実現した経緯と現状について事例とともに論じた｡ また ｢専門
学校チャレンジプログラム｣ を主題としたシンポジウムについても取り上げ､ チャ
レンジプログラム全体がどのように評価されたのかを検討した｡ これらをふまえ
て､ キャリア教育の抱える課題とともに､ 連携教育および ｢専門学校チャレンジ
プログラム｣ の意義と課題について考察した｡ その結果､ ｢専門学校チャレンジ
プログラム｣ は､ 高等学校と専門学校とが主体的に連携することで､ 教育的な体
験学習を可能にしていることが明らかになった｡ また､ チャレンジプログラムへ
の参加を通して､ 生徒が勤労観､ 職業観に対する省察を深めていた｡ さらに､ 生
徒一人ひとりのキャリア形成を長期間にわたって継続的に支援し､ 資格取得や就
職へと結びつけていくという点でも､ 連携教育を行う意義が見出された｡
キーワード：専修学校､ 専門学校､ 連携教育､ キャリア教育､ 進路指導
若年層が置かれた就業をめぐる諸困難を補完するという意味において､ 従来の進路指導を超えたキャ
リア支援の様々な取り組みは､ 大きな可能性を秘めている｡ それゆえ総合的な学習の時間等を活用して､
進路ガイダンスや学校見学会を積極的に取り入れるとともに､ 職業研究や職業理解の取り組みとともに､
体系的な進路指導体制を再構築する学校も増加している｡ 例えば､ 卒業生の職業講話や､ 大学・短期大
学・専門学校から講師を招き､ 各分野別説明会や模擬授業､ あるいは学校見学会を希望分野別に実施し
ている高等学校は多い｡ だが､ これらのガイダンスや学校見学では､ 限られた時間から職業の本質や自
己の適性を知ることには限界があり､ 断片的な情報しか得ることはできない｡ 職業への理解や自らの適
性を見極めながら､ 進路や資格取得について考えるキャリア教育を実施するためには､ 一回限りではな
い継続性をもたせた内容や､ 学校と職場あるいは上級学校との多様な接続や連携のあり方について考え
ることが重要であろう｡
学校間の連携教育については､ 幼稚園から大学まで多くの実践が行われている｡ 例えば高等学校と大
学との連携について､ 矢口らは国公立大学における現状を､ １) オープンキャンパス・進学説明会・相
談会等の取り組み､ ２) 出張講義､ ３) 附属高校との関係､ ４) 教育委員会との連携､ ５) 公開講座､
６) 文部科学省の支援事業との関係､ ７) 高大連携における研究活動に分けて示している３)｡ これらは､
私立大学においてもあてはまる部分が多い｡ また学校間だけでなく､ 産学官連携のように､ 学校が企業
や公的研究機関と共同して新たな製品や事業を開発するといった､ 産業界との関わりも広まっている｡
そこで本稿では､ 高等学校と専門学校との連携事業を取り上げ､ 具体的な実践事例として､ 東京都多
摩地区における ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の取り組みを検証する｡ ｢専門学校チャレンジプロ
グラム｣ の実際を明らかにすることは､ 高等学校と専門学校との連携教育の事例を示すとともに､ 若年
層および専門学校進学希望者へのキャリア形成支援として求められることは何かを考える上での手がか
りとなるはずである｡ それはまた､ 大学教育における学生のキャリア形成､ およびそれをふまえた高大
連携教育のあり方を考える上でも意義がある｡
この目的に沿って､ 本稿では以下の方法で研究を進める｡ はじめに､ 日本におけるキャリア教育が登
場した背景および概念について検討した上で､ 国の政策動向を明らかにする｡ 次に事例として､ 高等学
校と専門学校の連携教育事業である ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の現状について論じる｡ 具体的
には､ 衛生分野である理容美容の専門学校において､ ｢運営管理｣ の授業および事務広報業務とともに
｢専門学校チャレンジプログラム｣ の運営に携わった､ 日高淳氏による同校の実践分析にもとづいて､
専門学校における職業教育を背景とした連携教育の意義と課題を明らかにする｡ さらに ｢専門学校チャ
レンジプログラム｣ を主題として開催されたシンポジウムについても取り上げ､ チャレンジプログラム
全体がどのように評価されたのかという観点から分析する｡ これらをふまえて､ 最後にキャリア教育の
視点から高専連携教育の意義と課題について考察して､ 大学教育に対する示唆を得たい｡
１ キャリア教育の展開と専修学校
 キャリア教育の概念とその背景
｢キャリア教育｣ の用語は､ 1984 (昭和59) 年に文部省が発行した 『中学校・高等学校進路指導の手
引』 において､ ｢キャリア教育の展開｣ および ｢特色ある啓発的経験の指導の試み ―キャリア教育の試
行 (実践) ―｣ として見られる４)｡ その後､ 中央教育審議会答申 『今後の初等中等教育と高等教育の接
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続の改善について』 (1999 (平成11) 年12月) では､ 学校教育と職業生活の接続を改善するための方策
として､ ｢学校と社会及び学校間の円滑な接続を図るためのキャリア教育 (望ましい職業観・勤労観及
び職業に関する知識や技能を身に付けさせるとともに､ 自己の個性を理解し､ 主体的に進路を選択する
能力・態度を育てる教育) を小学校段階から発達段階に応じて実施する必要がある｣ ことが指摘されて
いる５)｡ さらに､ 『キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書』 (2004 (平成16) 年
１月) では､ キャリア教育を ｢児童生徒一人一人のキャリア発達を支援し､ それぞれにふさわしいキャ
リアを形成していくために必要な意欲・態度や能力を育てる教育｣ あるいは ｢児童生徒一人一人の勤労
観､ 職業観を育てる教育｣ と定義している６)｡
キャリア教育における ｢キャリア｣ とは､ 『小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推進の手引』 に
よれば､ ｢個々人が生涯にわたって遂行する様々な立場や役割の連鎖及びその過程における自己と働く
こととの関係付けや価値付けの累積｣ のことである７)｡ また 『高等学校におけるキャリア教育の推進に
関する調査研究協力者会議報告書』 においては､ ｢キャリア教育は､ 生徒のキャリア発達を支援する観
点から学校のすべての教育活動を通して推進されなければならない｡ しかし､ 従来の進路指導を中心と
する取組においては､ 主に出口指導に重点が置かれ発達課題の達成を支援する系統的な指導・援助といっ
た意識や観点が希薄であったり､ 実践を通した指導方法の蓄積が少なかったりしたことなどから､ 取り
組みが全体として脈絡や関連性に乏しく､ 多様な活動の寄せ集めになってしまいがちとなり､ 生徒の内
面の変容や能力・態度の向上等に十分結びついていかないというような課題があった｡｣ と指摘されて
おり､ 発達段階や将来の生き方を見据えた系統的な指導という点で､ キャリア教育と進路指導とを区別
している８)｡
このようなキャリア教育が求められる背景として､ 上記の 『キャリア教育の推進に関する総合的調査
研究協力者会議報告書』 では､ 以下のような点をあげている９)｡
・産業・経済の構造的変化による就職・就業をめぐる環境の激変
・若者の勤労観､ 職業観や社会人・職業人としての基礎的・基本的な資質をめぐる課題
・精神的・社会的自立が遅れ､ 人間関係をうまく築くことができない､ 自分で意思決定ができない､
自己肯定感を持てない､ 将来に希望を持つことができない､ 進路を選ぼうとしないなど､ 子どもた
ちの生活・意識の変容
・高学歴社会におけるモラトリアム傾向が強くなり､ 進学も就職もしなかったり､ 進路意識や目的意
識が希薄なまま ｢とりあえず｣ 進学したりする若者の増加
それとともに､ ニート・フリーター対策､ 若年層の早期退職､ さらにはひきこもり､ 不登校､ 中退と
いった社会的課題も背景としてある｡
これらの基本的な考え方は､ 2008 (平成20) 年に設けられた中央教育審議会 ｢キャリア教育・職業教
育特別部会｣ においても引き継がれている10)｡ すなわち､ キャリア教育の特徴として､ 職業観や勤労観
の醸成､ 職業に関する知識や技能の習得､ 個性や適性の理解､ 進路選択等の要因をあげることができる｡
またそのような教育を通して､ 立場や役割の連鎖と働くことへの価値の累積といったキャリア形成が可
能になる｡
｢キャリア教育｣ の具体的な取り組みや実践は､ 各教育段階に応じて､ 多岐にわたっている11)｡ 例え
ば主として ｢職場体験｣ ｢職業インタビュー｣ ｢ジョブシャドウ｣ などを実施し､ レポートを作成､ 発表
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会を開催したりするほかに､ ｢ゼミ｣ 形式による課題研究のプレゼンテーションを行うことがあげられ
る｡ また部活動・学校行事を通じた体験的な実践､ 起業的なビジネスモデルを提案する講座､ および
｢自分史｣ や ｢30才の自分｣ をテーマにした作文集を作成するといった試みもある｡ だがこれらは､ 従
来の体験学習や進路指導､ 就職指導とどのように異なるのか､ その枠を超えるものであるのかは必ずし
も明確ではない｡ また様々な実践事例の内容についても､ キャリア教育と呼ぶのにふさわしい独自性を
もつ単元やプログラムであるのかは検証段階にある｡
 キャリア教育推進のための政策と専修学校
国におけるキャリア教育の推進は､ 文部科学省のみならず､ 内閣府､ 経済産業省､ 厚生労働省等にお
いても実施された｡ 具体的にはまず､ 2003 (平成15) 年６月に経済財政諮問会議における ｢経済財政運
営と構造改革に関する基本方針2003｣ (いわゆる ｢骨太の方針｣) とともに､ 若者自立・挑戦戦略会議に
よって 『若者自立・挑戦プラン』 が策定された｡ そこでは､ １) 教育段階から職場定着に至るキャリア
形成及び就職支援､ ２) 若年労働市場の整備､ ３) 若年者の能力の向上､ 就業選択肢の拡大､ ４) 若者
が挑戦し､ 活躍できる新たな市場・就業機会の創出の４点が方針として示された12)｡ これはその後の議
論を経て､ 『若者の自立・挑戦のためのアクションプラン』 として､ 各省庁の政策として具体化された｡
これを受けて､ 文部科学省関係では2004 (平成16) 年度に ｢新キャリア教育プラン推進事業｣ が実施
され､ インターンシップ連絡協議会やキャリア教育推進フォーラムの開催およびキャリア教育推進地域
の指定が行われた｡ それとともに､ 専門高校等における ｢日本版デュアルシステム｣ 推進事業が実施さ
れ､ 2004 (平成16) 年度以降20地域が指定されている｡ デュアルシステムとは､ ｢企業実習と教育・職
業訓練の組合せ実施により若者を一人前の職業人に育てる実務・教育連結型人材育成システム｣ のこと
であり､ 各学校と関係の深い分野の企業実習を集中的に取り入れている13)｡ 2005 (平成17) 年度には
｢キャリア教育実践プロジェクト｣ として､ ｢キャリア・スタート・ウィークキャンペーン －地域です
すめるみんなの職場体験－｣ ｢職場体験・インターンシップの在り方についての調査研究｣ のように､
職場体験を重視した取り組みが行われた｡
厚生労働省関係では､ すでに1999 (平成11) 年度から ｢ジュニア・インターンシップ｣ と呼ばれる中
高生を対象とした就業体験を行っていたが､ 2003 (平成15) 年度には ｢キャリア探索プログラム｣ とし
て､ ハローワークが講師を学校に派遣し､ 職業や働くことの意義について考えさせる事業を実施した｡
また専門学校などの教育訓練機関が､ 学卒未就職者､ 無業者､ フリーター等の若年者を訓練生として受
け入れ､ 企業と共同で訓練計画を策定し､ 座学を自己の施設において実施するとともに､ 実習について
は企業に委託するという文部科学省とは異なる独自のデュアルシステムを実施している｡ その後も､ 若
年者雇用対策および職業能力開発の両面からキャリア形成支援に関する事業が行われている｡
経済産業省においても､ 地域の雇用・産業特性等に合った若者の就業促進および能力向上を図るため､
就職支援サービスを１か所でまとめて受けられるワンストップサービスセンター ｢ジョブカフェ｣ が､
2004 (平成16) 年度より主としてハローワークに併設する形で実施された14)｡ また､ 2005 (平成17) ～
2007 (平成19) 年度にかけては ｢地域自律・民間活用型キャリア教育プロジェクト｣､ 2008 (平成20)
年度からは ｢キャリア教育民間コーディネーター育成・評価システム開発事業｣ として､ 民間コーディ
ネーターを育成しながら地域に根ざしたキャリア教育の推進と定着を目指す取り組みが進められてい
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る15)｡
さらに2006 (平成18) 年12月には､ 政府 ｢『多様な機会のある社会』 推進会議｣ によって ｢再チャレ
ンジ支援総合プラン｣ がまとめられ､ ｢長期デフレ等による就職難､ 経済的困窮等からの再チャレンジ｣
の一つとしてフリーター､ ニート等があげられ､ その支援策が示された｡ また翌2007 (平成19) 年５月
には､ キャリア教育等推進会議 (構成員：内閣府特命担当大臣 (青少年育成)､ 文部科学大臣､ 厚生労
働大臣及び経済産業大臣) によって 『キャリア教育等推進プラン』 が策定された｡ そこでは､ １) 各学
校段階における組織的で系統的なキャリア教育等の推進､ ２) 教員の資質・能力の向上等､ ３) 企業等
の協力を促す環境整備､ ４) 学校､ 産業界､ 関係行政機関等の連携強化､ 必要な基盤整備､ ５) キャリ
ア教育等に対する社会全体の理解の促進の５点を推進方策とするとともに､ 各省庁における具体的な行
動計画を示している16)｡
これら一連の政策は､ のぞましい勤労観､ 職業観および主体的に進路を選択する意欲や態度の形成と
いう点で､ その施策の意図するキャリア教育の実現を目指している｡ しかしそれらは､ 今日の多様な雇
用体系や自己責任を基本とする点の是非について十分検討されていないこと､ 進学と就職という二分法
的な枠組みの下で両者が融合されていないこと､ さらには各省庁が雇用と教育という異なる観点から別々
に取り組んでいることといった問題点も残されている｡ そのような中､ 職業教育という観点からキャリ
ア形成に積極的な役割を期待されているのが専修学校である｡
文部科学省における専修学校教育の振興施策には､ 例えば地域人材の育成､ キャリア指導の推進といっ
た課題について､ プログラム等を開発・試行する学校を研究指定校として委託する ｢専修学校教育重点
支援プラン｣ (2005 (平成17) 年度) がある｡ また学び直しの機会の充実を図る ｢専修学校を活用した
再チャレンジ支援推進事業｣ も､ 2007 (平成19) 年度から実施されている｡ 同年度には､ それまでの
｢専修学校を活用した職業意識の啓発推進｣ を改組充実させた ｢専修学校・高等学校連携等職業教育推
進プラン｣ が始まり､ 2009 (平成21) 年度は25事業が選定されている｡ これは､ 職業に就くために必要
な知識・技能・資格等の事例紹介や実践的な職業体験講座を高校生に対して実施するほか､ 小・中学生
等を対象とした職業体験講座等の実施や､ 専修学校での教育成果を周知・発表する場を設定するために
助成を行う制度である｡
このように､ 高等学校と専修学校との連携は重視され､ 職業教育という角度からキャリア形成に積極
的な役割が専修学校に期待されている｡ 以下本稿で取り上げる ｢専門学校チャレンジプログラム｣ も､
2008 (平成20) ～2009 (平成21) 年度に上記補助事業の対象となった｡ それは､ 委託事業の実施前から
高等学校側と専修学校側の協議会が主体的に協定を交わしており､ 特定の学校間だけではなく､ 各分野
の広域的かつ弾力的な連携教育事業として６年にわたる実績があるという点からも､ 先進的な取り組み
であると言えるだろう｡
２ ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の実践
 多摩地区 ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の活動
多摩地区において連携教育が実現した背景には､ 公立､ 私立､ 定時制､ 通信制､ 養護学校など約120
校が参加し､ 多摩地区の６つの職業安定所 (立川・八王子・町田・青梅・三鷹・府中) 管内での地区協
議会により組織されている多摩地区高等学校進路指導協議会 (略称 多摩高進) の存在が上げられる｡
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これについては､ その活動に長く関わってきた柿崎や生駒が詳細な報告をしている17)｡ 1960年代当時の
就職難の中､ 個々の高等学校が企業に対して改善を求めているだけでは効果を上げられず､ 1962 (昭和
37) 年に､ 立川公共職業安定所 (現ハローワーク) 管内高等学校進路指導協議会を発足させたのが､ そ
の活動の始まりである｡ 高等学校の進路指導担当の先生方が企業研究会等を定期的に開催し､ 専門学校
の進路指導研究､ 公務員希望者への指導研究､ さらに大学・短期大学の進路指導へと研究の場を広げ､
現在も毎週１回､ 研究会や協議会等を実施している｡
この多摩高進と長年にわたって連携関係を持つのが､ 1978 (昭和53) 年に多摩地区にある専修学校間
相互の親睦と情報交換､ および教育の充実と振興を図ることを目的に設立された多摩地区専修学校協議
会 (略称 多摩専協) である｡ ｢専門学校チャレンジプログラム｣ は､ 2004 (平成16) 年７月に多摩高
進と多摩専協との間で交わされた協定にもとづき､ 同年度後期より､ 専門学校４校が参加してスタート
した｡ この協定では､ 受講を許可した高校生に対して実習室などの施設の利用を認める､ 当該受講科目
を履修したと認めた場合には単位の認定を行える､ 受講中の不慮の災害事故及び通学途中における事故
については所属高等学校が責任を持つ､ など15項目を定めている｡
事業概要は､ 多摩専協が毎年度､ 加盟校に対して参加募集を行い､ 参加専門学校の受講内容を取りま
とめて冊子､ ポスター､ エントリーシートを半期毎に作成し､ 多摩高進加盟校に配布する｡ 参加希望高
校生は､ 高等学校長の推薦を受けた所定のエントリーシートを受講希望の専門学校に提出して､ 科目等
履修生等として受講が認められる｡ なお､ 多摩高進に加盟しない高等学校や多摩地区以外の高等学校で
あっても､ 各専門学校の判断によって参加は可能である｡ 受講料は無料で､ 別途教材費等を徴収する場
合がある｡ 2010 (平成22) 年度前期は12校の専門学校が参加し､ 工業分野､ 医療分野､ 衛生分野､ 教育・
社会福祉分野､ 服飾・家政分野などの各分野の特徴を活かした講座が提供されている｡ 高大連携で見ら
れるように､ 座学の場合は既存カリキュラムに高校生を受け入れる場合もあるが､ 実習・実技が中心の
内容では､ ほとんどが放課後や土曜日等の時間帯に高校生用のカリキュラム (半期で２日～12日間) を
特別に編成､ 提供している｡
2004 (平成16) 年度の開始から､ 2009 (平成21) 年度までの実施専門学校および参加高校生の推移を
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図１ チャレンジプログラム実施状況
まとめたものが図１である｡ 参加専門学校は､ ２年目以降ほぼ10～13校で推移している｡ 参加高校生は､
年間で平均すると約90名程度の参加状況である｡ この参加者数について､ 生駒は調査研究報告で､ 多摩
地区での専門学校進学者の約４％が受講していることから受講生増加の方策を提言しているが､ 潜在的
には多数の受講希望者が存在していることが推測される18)｡
 理容美容専門学校における実践事例
具体例として､ 日高の研究にもとづいて ｢専門学校チャレンジプログラム｣ を実施した理容美容専門
学校の事例を検証する19)｡ この専門学校では､ 高等学校からのエントリーシートの提出を受けて受講を
認めた高校生を対象とした専用クラスを開講している｡ 教材費のみ5000円が､ 自己負担である｡ 例年､
開講日は水曜日と土曜日であり､ 水曜日は夕方の16：30～19：00 (全12回) とし､ 定時制や部活動で参
加できない生徒のために､ 土曜日にも同様の内容 (全10回) で開講している｡ 2010 (平成22) 年度前期
の受講生数は､ 水曜日が13名 (男子１名､ 女子12名)､ 土曜日は21名 (男子３名､ 女子18名) である｡
受講終了後は､ 高等学校担当教員宛に､ 出席日数および受講時数を記した受講終了報告書を送付してい
る｡ また多摩地区以外の高等学校や､ 定時制および通信制課程からも参加実績がある｡ 例年､ ８割以上
が３年生である｡
講座の内容は､ シャンプー､ アップスタイル､ メイクアップ､ パーマの技術であるワインディング､
ネイルケア等を複数回組み､ 最後に学内のサロン実習室を使用して接客のロールプレイングを行ってい
る20)｡ カリキュラムの早い段階でシャンプーを行う意図は､ まだ高校生同士が打ち解ける前の状況で､
お互いにモデルとなることで､ 例えば初めてのお客様にシャンプーをする場面を体感してもらうところ
にある (写真１)｡ この活動を通して､ 初対面の人の頭を洗うとはどういうことなのか､ また人の頭の
重みや､ 髪質､ 距離感を感じてもらうことが意図されている｡ そして､ なぜサロンではそこに料金が発
生するのか､ すなわちそれは次の技術への素材作りであり､ 髪質の違いや状態にあわせて､ 施術内容や
シャンプー剤を変えていることなどが丁寧に伝えられる21)｡
また結婚式やフォーマルな時の女性の一般的なアップスタイルを､ ウィッグを使用して創り上げる授
業では､ ピン一本がほんの少しでも髪の毛からはみ出して見えたりしないように､ 仕上がりの綺麗さが
求められるのは当然であり､ さらにスピードや丁寧な手つきなどが必要なことが説明される｡ ネイルの
実習では､ どうしても前かがみになって顔が手に近づき姿勢が悪くなりがちな点を､ 教員は高校生に指
摘していた｡ これらの活動を通して､ 専門学校がた
だ単に技術を学ぶ場ではなく､ 社会人および職業人
として ｢仕事を学ぶ場｣ であるといった職業観を感
じとれるような指導が展開されていた｡ ワインディ
ングという基礎的なパーマ施術の実習においても､
教員側はすべてを手取り足取り教えるのではなく､
あえて壁にぶつかるように誘導する｡ それによって
自分で考えて発見して､ 全くできなかった技術が少
しずつでもできるという手ごたえを受講生に感じさ
せている｡
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写真１
さらにこれらの授業では､ 在校生がアシスタントとして起用されている｡ 年代も近い身近な存在であ
る在校生の言葉から､ 実際に技術を体得していくプロセスや職業意識を持って学ぶ心構えが自然と高校
生に伝わり､ 大きな刺激となっていた｡ 参加した高校生は､ 自らの意志で毎週継続的に授業を受講して､
在校生や教員から職業の本質と専門学校の実情に触れることで､ 意識に変化が生じ､ 進んで行動する姿
勢を身につけていった｡ 例えば､ 立ち居振る舞い､ 挨拶や掃除など､ プログラムの後半では授業の終了
後に自然と清掃を行い､ 実習道具の後片付けを手伝う光景が見られるようになり､ 受動的態度であった
最初の頃の面影は見られなくなったと日高は観察している｡
３ ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の検証と評価
 担当者および参加者による意見
事例で取り上げた理容美容専門学校のカリキュラムの作成と授業を担当している米山によれば､ 高校
生にとって専門学校への進学は､ ｢職業選択｣ であり､ ｢就職｣ することであるという図式は理解されて
いる｡ その一方で､ 高校生が自身のお客様としての経験や､ 早い時期から憧れの仕事として興味を抱く
場合が多いものの､ 職業に対する理解は不十分であり､ 仕事の本質に触れる経験を持つ高校生にはほと
んど出会うことがない｡ それゆえ米山は､ 生徒募集のイベントである体験入学では､ 職業の実相を伝え
ることに限界を感じていたと述べている22)｡ 日高はこの点をふまえて､ ｢専門学校チャレンジプログラ
ム｣ の目的を､ ｢職業教育の体験学習を､ 啓発的経験として継続的に積み重ねることで､ その背後にあ
る勤労観､ 職業観の醸成を可能とするキャリア形成支援である｣ と位置づけている23)｡
さらにこれらの取り組みについては､ 生駒が実施初年度から継続的に受講高校生､ 多摩高進各校の進
路指導担当者､ 多摩専協各校の担当者宛に質問紙を配布､ 回収した調査研究報告を行っている24)｡ それ
らのアンケート結果からは､ 神奈川県の取り組みとの比較において､ 高いマッチングにより､ 受講生､
専門学校ともに満足度や評価が高い点から､ 双方にとって良い影響を与えていることが明らかにされて
いる｡ 参加高校生の自由記述には､ ｢迷っていた将来やりたいことを見つけることができました｣ ｢思っ
ていたことより違うことがあって､ 将来本当にやりたい職業か考えてしまいました｣ ｢体験してみて自
分に向いていないことが分かったので､ 他の学校に進むことにしました｣ という声があがっている｡ 自
己の可能性を行動と経験を通して見極めることによって､ 自己理解､ 職業理解､ そして主体的な進路選
択という意欲の向上が認められる点は､ 特筆すべきであろう｡
ただ単に理容・美容に興味を持っていたという状況から､ 継続的な経験を通して自らの成果と成長を
実感することで､ 意識と行動の変化へとつながっていく｡ これは高等学校でのガイダンスやオープンキャ
ンパスでは成しえないものであろう｡ ｢技術｣ と ｢接客｣ の仕事であると言葉では伝えられても､ その
職業としての実相は､ 一日だけの体験会などのイベント経験ではまず伝わらない｡ これに対して ｢専門
学校チャレンジプログラム｣ では､ 実施時期は異なるが､ 基本的には半期､ 約５ヶ月間という一定期間
に渡り､ 継続的に専門学校へ通い授業を受講することになる｡ この点に関して､ ｢自らの決断で参加し
た前向きな気持ち｣ が､ 受講生の自主性と責任感の変化を及ぼしていると米山は指摘している25)｡
しかし､ 現在の受講生が圧倒的に３年生であるということは留意しなければならない｡ すなわちそれ
は､ 理容・美容分野への進路決定をしている希望者であればこそ､ 有効なキャリア形成支援として､ 意
識と行動の変化が見られたということを意味している｡ 自己の適性を見極めるという観点からは､ 途中
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から参加しなくなるケースもあり､ おそらく本人のイメージと違っていたなどの事情が考えられる｡ こ
のような高校生は､ 自己の可能性を早い段階で諦めてしまったことになるが､ ミスマッチの防止という
視点からはそれも評価に値しよう｡ 米山は､ ｢経験した結果､ 自分に適性がないと分かった時､ それな
らば､ 何がやりたいのだろうかと次に目を向ける機会になり､ 将来の進路を考えるきっかけになった｣
という受講生の感想について､ 当初想定していた以上の成果であったと述べている26)｡ そして実際に､
例えば大学進学や､ 他の美容学校､ ネイルスクールへと受講後に変更したケースがあり､ 進路選択をす
る際のミスマッチを防ぐ適切な経験の場の提供という観点からも､ 大きな効果が認められると結論づけ
られよう｡
 ｢チャレンジプログラム・シンポジウム｣ の開催
｢専門学校チャレンジプログラム｣ においては､ プログラムの現状報告と成果､ および今後の課題を
探る場とともに､ あらためて高等学校へ情報提供を行うことをねらいとして､ これまでに２回のシンポ
ジウムが開催されている｡ ここでは､ このシンポジウムの報告書にもとづき､ その知見を考察する27)｡
第１回は2007 (平成19) 年７月30日に多摩高進と多摩専協が実行委員会を立ち上げ､ 日本キャリアデザ
イン学会の後援を得て､ ｢チャレンジプログラム・シンポジウム2007｣ が実施された｡
このシンポジウムでは､ 高校生が専門学校でどのような授業を受講しているのかを再現した模擬授業
を４校､ 資料展示を２校が会場で実施した｡ また基調講演として､ 元多摩高進事務局長であり､ 連携教
育の実現に尽力した生駒俊樹氏が､ 長年の進路指導主任としての経験から進路指導の機能と､ キャリア
形成支援としての連携教育の意義と成果を報告した｡ また専門学校長の千葉茂氏は､ 職業教育を担って
いる専修学校の存在意義をあらためて確認した上で､ 専門学校の社会的貢献という立場から連携教育の
必要性を報告した｡
続いて､ 現在チャレンジプログラムを受講している高校生､ 受講後専門学校に進学した在校生､ 高等
学校教員､ 専門学校教員､ ハローワーク三鷹所長などによるパネルディスカッションが行われた (写真
２)｡ そこではこのプログラムが､ 職業観の育成､ 進路選択のミスマッチ､ さらには教育的観点からキャ
リア形成支援にも大きな成果があがっている現状が報告された｡ 特にチャレンジプログラムを受講して
いる高校生と､ 受講後に進学した生徒からは､ ｢自分の向き不向きが見えて､ 将来を考えるきっかけに
なった｣ と､ 自己の進路選択を主体的に捉え､ 意欲が向上したとの発言があった｡
専門学校の教員からは､ 熱意を持った前向きな受
講態度に緊張感を持った実践ができ､ なにより高校
生がこうした機会に飢えていると実感したとの見解
があった｡ その一方で､ 多摩高進事務局長の柿崎広
幸氏からは､ ｢運動部の学生など､ スケジュール的
に参加できない例もあり､ 本プログラムを生かしき
れていない｣ と課題も指摘された28)｡
2009 (平成21) 年11月13日には､ 同趣旨で２回目
となる ｢チャレンジプログラム・シンポジウム
2009｣ が開催された｡ この第２回のシンポジウムの
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写真２
内容は､ 第１回を踏襲したものであるが､ 文部科学
省委託事業 ｢専修学校・高等学校連携等職業教育推
進プラン｣ の一環として開催されている｡ そこでは
まず､ 委託事業実施委員長でもある専門学校長の鈴
木隆氏による経緯報告があり､ また基調講演には大
学教員の梅澤正氏から ｢キャリア教育と職業学習｣
という演題で､ 諸外国の若年層の意識調査の相異な
どから､ 学校教育のなかで職業観を教えている専門
学校の社会的な存在が貴重であるとの提言が述べら
れた (写真３)29)｡
２回にわたって開催されたシンポジウムは､ 結果的に､ 対象としていた高等学校教員の参加者数は２
割程度であったが､ 報道関係者やエージェント関係者は多数来場し､ また業界誌等にも情報発信して一
定の意義が認められた｡ またなによりも､ パネルディスカッションにおいて､ ｢専門学校チャレンジプ
ログラム｣ の当事者たちである参加高校生や専門学校在校生から､ 具体的な評価の声が聞かれたことは
大きな成果であるといえよう｡
 ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の意義と課題
｢専門学校チャレンジプログラム｣ の特徴は､ 継続的に自らの意志で専門学校に通い､ 主体的に学ぶ
姿勢が求められるという点にある｡ 受講生は､ ほぼ毎週１回のペースで半年という期間をかけて､ 放課
後に自分の時間を割いて専門学校へ通うことが必要であり､ このことが自らの選択と行動への責任感に
つながる｡ そうした成果から､ キャリア形成支援としての ｢専門学校チャレンジプログラム｣ の意義は
次の３点にまとめられる｡
１) 自己のキャリア形成に必要な意欲､ 態度を得ることが可能となる｡
２) 継続的な模擬実習体験を通じて､ 職業観､ 就労観を育み､ 自己のキャリア形成に求められる職業
に関する知識や技能を理解する場となる｡
３) 自己理解と職業理解､ 社会理解を促し､ 社会や仕事のあり方を問う中で､ 自己のキャリア形成に
関する主体的な進路選択を可能とし､ ミスマッチの防止となる｡
またこれらの取り組みでは､ キャリア教育における教養的な側面の育成が重要であると思われる｡ こ
こでの教養とは､ 職業に関する専門的知識や技能にとどまらず､ 社会における自己の位置や価値づけに
関わるより広範な意味を有する｡ 例えば､ なぜ人は働くのかという問いに対して､ 生活に困る､ あるい
は皆が就職するからという答えでは､ 働くことの本質を突いているとは言えない｡ また職に就いたとし
ても､ その職業に対する魅力や､ 自らがいかに貢献しているかを見出す必要がある｡ これらは､ 人々が
働くことで社会の形成者となることを理解して､ はじめて考えることが可能となる｡ もとよりそのよう
な教養は､ キャリア教育だけで培われるものではない｡ だが､ それらを職場体験や課題研究といった活
動の根底となる理念として位置づけることは重要であり､ そのような教養は職業や進路選択の際にも､
主体的な判断を促すという点で有効に寄与するはずである｡
高専連携教育においては今後､ 高等学校側からの高校生への働きかけ､ 進路指導の中での位置づけを
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写真３
どのようにしていくのかという問題があげられる｡ 例えば､ 高校生活や部活動への影響などから､ 高専
連携教育へ懐疑的な見解を持つ高等学校教員もいるであろう｡ また AO 入試制度の運用で､ 早期化し
た進路決定に苦心した経験を持つ高等学校側には､ 高大連携事業が全国的に広まった際にも､ 学生獲得
の囲い込みの手段とされないかという危惧があり､ 同様な見解は ｢専門学校チャレンジプログラム｣ に
も成り立つ｡
しかし制度上は､ 入学後も特典や優遇措置は一切なく､ また実施校からは参加する高校生が何人もい
るものの､ 入学者は２名という場合もあり､ ｢広報プログラムではなく社会的使命として行っている｣
という指摘がある30)｡ このように､ 学生募集とは一線を画したキャリア形成支援としての教育的効果が
｢専門学校チャレンジプログラム｣ にはある｡ そして多摩地区においては､ 各方面との連携教育の枠組
みが実現した現在､ 高校生への円滑な情報提供や､ 高等学校との垣根を低くし､ 制度としてもこれまで
以上の提携強化が必要である｡ すなわち連携教育を高等学校側が積極的に活用することで､ 高校生が参
加しやすいかたちで､ 大学・短期大学・専門学校を､ それぞれ比較対照できる枠組みが構築されれば､
キャリア形成支援という視点から先進的な意義が認められよう｡
おわりに
本稿では､ 多摩地区における専門学校チャレンジプログラムを事例としながら､ キャリア教育の展開
と､ その一形態と言える高専連携教育の意義と課題を検討した｡
従来の連携事業については､ 受け入れ学校側は学生募集や広報活動という点で､ 高等学校側はカリキュ
ラム消化や教員の負担減という点で､ 生徒側は単位取得や早期の進路決定という点で､ それぞれ安易な
方向に流れる可能性を含んでいる｡ しかし本稿での検討から､ ｢専門学校チャレンジプログラム｣ にお
いては､ 高等学校と専門学校とが主体的に連携することで､ 教育的な体験学習を可能にしている｡ 高校
生を送り出している西村は､ 様々な情報が溢れるなか､ 一生の道を決めるということは､ 情報だけでは
決められない､ 心を決めていく場が必要であり､ それを導く数少ないプログラムであると評価してい
る31)｡ このように､ チャレンジプログラムへの参加を通して､ 生徒が勤労観､ 職業観に対する省察を深
めていることも明らかになった｡
生徒一人ひとりのキャリア形成を長期間にわたって継続的に支援し､ 資格取得や就職へと結びつけて
いくという点で､ 連携教育を行う意義はある｡ それは同時に､ ニート､ フリーター対策にとどまらない
キャリア教育を実現していると言えるだろう｡ 近年の一連の文部科学省をはじめとする ｢キャリア教育｣
の推進は､ これまで看過されてきた､ 専修学校側における職業教育､ あるいは職業学習への関心を高め
る契機となった｡ 生駒は､ 現在の専門学校の開設科目が､ 社会的なニーズを的確に反映し､ 現行の職業
分野のほぼすべてを網羅しており､ キャリア教育の視点から見ても､ 専門学校への進学志望者にだけ役
に立つ限定的なものではないと述べている32)｡ そうであれば､ 高大連携教育と比べても､ 大学進学志望
者だけでなく､ また教養､ 専門科目を問わず､ 大学において講義を受講することと同様の効果が期待で
きる33)｡ つまりキャリアデザインという観点からすれば､ 進学希望先を問わず高校生のキャリア形成支
援として､ 受講を希望する大学・短期大学・専門学校での多様な分野で提供される様々な連携教育事業
の講座を授業料無料にて受講できることの社会的な意義は大きい｡
また本研究は､ 同様に展開された高大連携事業との比較においても､ 示唆を与えるものを含んでいる｡
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今後の研究課題としては､ 参加した高校生のキャリア形成に及ぼした影響について､ 進学後の退学率､
就職後の離職率等の追跡調査を行い､ 高専連携教育参加者への継続的な聞き取りから実証していくこと
があげられる｡ そのような調査は､ 派遣や契約社員を中心とした新たな雇用形態に対応する要因として
語られることが多い､ 若年層の就労意識､ 職業観の醸成という課題に対して､ 今後の大学と専修学校の
在り方､ そして学校教育においてどのようにキャリア形成支援が行えるかという本質的な問題を考える
上でも重要である｡ さらにこのことは､ 高止まりしている中退､ 不登校､ 引きこもりという教育的課題
や､ ニートやフリーター問題､ 若年層の早期退職､ 大学生の学力低下､ そして近年関心を呼んでいる大
学中退者数の増加という問題を再考する契機ともなるだろう｡
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ジプログラム』 の意義と可能性－｣) をもとに加筆修正しているが､ 日高氏の許諾を得た上で､ 研究助
成を受けた樋口の単著という形をとった｡ 心理学研究所および日高氏に､ 記して感謝申し上げます｡
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